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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ
き、電子提供措置事項記載書面への記載を省略しております。

第４８期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制
及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況
連結株主資本等変動計算書

連 　 結 　 注 　 記 　 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 　 別 　 注 　 記 　 表

（2022年11月１日から2023年10月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
① 業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

イ. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並
びに当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制

（イ）当社の取締役は、法令遵守はもとより、「創業者の志」と毎期発行する「わが社の経営方針書」
に明示されている企業理念（使命感経営）、企業倫理観、価値観、行動規範を取締役自ら率先垂
範するとともに、当社グループ全役職員に更なる周知徹底を図る。

（ロ）月1回の定例取締役会、グループ経営会議、及び必要に応じて適宜臨時取締役会を開催し、重要
事項に関して迅速な意思決定、報告、検討を行う。また、全グループ幹部が参加する幹部会議で
重要事項を伝達する。

（ハ）内部監査室は、内部監査規程に基づき、業務ラインから独立した立場で法令、定款、及び社内規
程の遵守状況、職務執行の妥当性につき定期的に内部監査を行い、問題事例の発生時にはその解
決のため、助言・指導・是正勧告をするとともに取締役会へ報告する。

ロ. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、「文章管理規程」に基づき適切かつ容易に検索が可能
な状態で保存管理し、定められた保存期間に応じて閲覧可能な状態を維持する。

ハ. 当社の子会社の取締役、執行役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
（イ）偶数月、月初に開催され全グループ幹部が参加する幹部会議で職務の執行に係る事項の報告を行

う。
（ロ）日々の業務報告メールによる職務執行状況の共有を行う。
ニ. 当社及び当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（イ）「リスク管理規程」に基づき、リスク対策委員会でリスクの洗い出し及び対策を協議し、その内

容について「リスク管理委員会」で承認を行う。
（ロ）事業活動上の重大な事態が発生した場合には代表取締役が緊急対策協議会を招集し、迅速な対応

を行い、損失、被害を最小限にとどめる体制を整える。
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業務の適正を確保するための体制

ホ. 当社及び当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（イ）取締役の効率的な職務執行体制の根幹として、月1回の定例取締役会、グループ経営会議、及び

必要に応じて適宜臨時取締役会を開催し、重要事項に関して迅速な意思決定、報告、検討を行
う。また、全グループに関する事項については、偶数月、月初に開催され全グループ幹部が参加
する幹部会議で重要事項の職務執行の徹底、報告、協議を行う。

（ロ）取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程により、
役割と責任、執行手続きの詳細について定める。

（ハ）全事業所をオンラインで結んだ業務報告メールを活用し、情報の伝達、業務推進事項、事務処理
等を効率的、迅速に行える体制とする。

ヘ. 当社及び当社の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

（イ）企業人、社会人としての倫理規範、行動規範、法令遵守を明示している「創業者の志」「わが社
の経営方針書」の実践的運用と徹底を図り、各種研修のなかで、コンプライアンス教育を必ず取
入れ、その啓発を行う。

（ロ）役員・使用人に重大な法令違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合
は、社長若しくは内部監査室に迅速に報告するものとする。内部監査室は報告された事実につい
ての調査を実施し、社長と協議のうえ必要と認める場合、適切な対策を決定する。

（ハ）法令遵守上疑義のある行為については、公益通報者保護規程により、使用人が直接通報を行う手
段を確保するものとし、通報者には不利益がないことを確保する。

（ニ）社長直轄の内部監査室は使用人の業務執行状況について定期的に内部監査を行う。
（ホ）土屋グループに属する会社間の取引は、法令、企業会計原則、税法その他の社会規範に照らし適

正であることを確保するため、必要に応じて専門家に確認する体制とする。
（ヘ）当社監査役は子会社においても監査業務を実施し、業務の適正を確保する。
ト. 当社の監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
（イ）監査役が業務補助のための使用人(以下、「補助使用人」という）を求めた場合は、監査役スタ

ッフを置くこととし、その人数、職務内容等については常勤監査役との間で協議のうえ決定す
る。

（ロ）補助使用人は専ら監査役の指示に従いその職務を行う。また、その人事異動、人事評価に関して
は、予め常勤監査役の同意を得る。

（ハ）補助使用人は内部監査室と情報を共有し、会計監査人及び社内の組織を利用して、取締役及び使
用人の業務の適法性・妥当性につき調査を行える体制とする。
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業務の適正を確保するための体制

チ. 取締役、その他使用人等及び子会社の取締役、使用人等が当社の監査役に報告をするための体制
（イ）取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生、又は発生する恐れがある場合、役

職員による違法又は不正な行為を発見した場合は速やかに監査役に報告する。また、前記に関わ
らず、監査役はいつでも必要に応じて取締役、使用人に対して報告を求めることができることと
する。

（ロ）監査役が取締役会及びグループ経営会議並びに幹部会議その他社内会議に出席し、経営上の重要
情報について適時報告を受けられる体制とするとともに、重要な議事録、稟議書は都度回覧でき
るものとする。

（ハ）監査役は内部監査室と情報を共有し、会計監査人及び社内の組織を利用して、取締役及び使用人
の業務の適法性・妥当性につき報告を行える体制とする。

（ニ）公益通報者保護規程による通報状況については、監査役への適切な報告体制を確保する。
リ. 当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制
（イ）報告及び相談を行った者（以下、「報告者等」という）が報告及び相談したことを理由として、

報告者等に対して解雇その他いかなる不利益な扱いも行ってはならないものとする。
（ロ）報告者等が報告又は相談したことを理由として、報告者等の職場環境が悪化することがないよう

に、適切な措置を執り、報告者等に対して不利益取扱いや嫌がらせ等を行った者（報告者等の上
司、同僚等を含む）がいた場合には、「就業規則」に従って処分を課すものとする。

ヌ. 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

（イ）会社の事業計画及び監査役の監査計画に沿って発生すると見込まれる監査費用は予算化し、有事
対応等、緊急の監査役費用についても前例を考慮し想定した費用を予算に含むものとする。

（ロ）緊急又は臨時に支出した費用、支出が想定される費用について、会社に前払又は償還を請求する
ことができるものとする。
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業務の適正を確保するための体制

ル. その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（イ）監査役の過半数は社外監査役とし、経営トップに対する独立性を保持しつつ、的確な業務監査が

行える体制とする。
（ロ）代表取締役と監査役との定期的な会議を開催し、意見や情報の交換を行える体制とする。
（ハ）監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、外部専門家を独自に起用することができ

る。
ヲ. 反社会的勢力に対する基本方針
（イ）当社及び当社の子会社は、「反社会的勢力調査マニュアル」において、反社会的勢力の排除に係

る信用調査を実施する手順の定めに従い一切の関係遮断を徹底する。
（ロ）「土屋グループ反社会的勢力排除対応マニュアル」に従い社会の秩序や企業の健全な活動に脅威

を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした対応を図り、違法行為や反社会的行為には一切関
わらず、反社会的勢力に対して経済的利益を含む一切の利益の供与を行ってはならない旨を行動
基準としている。
また、公益財団法人北海道暴力追放センターが主催する、暴力団等、反社会的勢力との関係排除
や反社会的勢力からの不当要求があった場合の対応策等に係る講習を受講し、対応体制・対応要
領を整備している。
上記行動基準及びマニュアルを役員・社員へ周知、徹底していくとともに、コンプライアンス室
のもと当社の子会社に警察官を退職した者を参与として置き組織体制を構築し、顧問弁護士、警
察等の外部専門機関とも連携をし、今後継続して社員の教育・啓発を実施することで、反社会的
勢力排除に向けて更なる社内体制の整備・強化を図っている。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、上記の内部統制システムの整備に関する基本方針に基づいて、内部統制システム
の整備とその適切な運用に努めております。当事業年度におけるその運用状況の概要は次の
とおりであります。

イ. 取締役会における決議事項について
「取締役会規程」の「取締役会決議事項付議基準」に基づき、取締役会で決議を行っております。
当事業年度においては、月次決算、適時開示書類、関連当事者取引、業務規程の改定、重要な組織
及び人事異動などの決議を行っております。
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ロ. コンプライアンス
当社は、当社グループ従業員に対し、社会規範綱領としての「コンプライアンス・カード」を配布
して浸透を図っております。また、コンプライアンス相談窓口もこのカードに社内窓口及び社外窓
口の連絡先を記載し周知しております。

ハ. リスクマネジメント
毎月「リスク対策委員会」を開催し、リスクの洗い出しを行い、重大性、緊急性等のあるリスクは
「リスク管理委員会」に提言し、検討、承認を得ております。

ニ. 内部監査体制及び財務報告に係る内部統制の評価
内部監査体制については、内部監査計画に基づき監査を実施しており、財務報告に係る内部統制に
ついては、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から評価範囲を決定し、財務報告に係る
内部統制の評価を行っております。

ホ. 子会社経営管理
当社取締役会に各子会社社長も出席しており、子会社の経営管理体制を整備、統括しております。
各子会社の事業の運営状況につきましては、毎月開催される取締役会及びグループ経営会議に報告
がなされております。なお、内部監査室は監査計画に基づき、監査役と連携して各子会社の内部監
査を実施しております。

ヘ. 取締役の職務執行
当社は、原則月１回取締役会を開催し、法令又は定款に定められた事項及び経営上の重要事項を決
定するとともに、業務執行に関する報告を受け、取締役の職務執行の監督を行っております。ま
た、取締役会で決定した方針に基づき、効果的な職務執行が行われるよう「グループ幹部会議」に
おいて周知しております。

ト. 監査役の職務執行
監査役は、取締役会へ出席し、常勤監査役は、「グループ経営会議」及び「グループ幹部会議」並
びにその他重要な会議への出席を通じて必要がある場合には意見を述べ、報告を受けるとともに稟
議書等の業務執行に係る重要文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めるなどにより健全な経
営体制と効率的な運用を図るために助言を行っております。また、監査役は、代表取締役、会計監
査人、内部監査室との情報交換に努めております。
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連結株主資本等変動計算書（2022年11月１日から2023年10月31日まで） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 7,114,815 4,427,452 777,421 △156,894 12,162,794

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △149,984 △149,984
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 233,504 233,504

自 己 株 式 の 取 得 △12 △12
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) －

当連結会計年度変動額合計 － － 83,520 △12 83,508

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 7,114,815 4,427,452 860,941 △156,906 12,246,302

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 △134,609 65,757 △68,851 12,093,942

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △149,984
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 233,504

自 己 株 式 の 取 得 △12
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 170,495 △8,808 161,687 161,687

当連結会計年度変動額合計 170,495 △8,808 161,687 245,195

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 35,886 56,948 92,835 12,339,137

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 ４社
・連結子会社の名称 株式会社土屋ホーム

株式会社土屋ホームトピア
株式会社土屋ホーム不動産
株式会社土屋ホーム不動産販売
（株式会社土屋ホーム不動産の完全子会社、当社孫会社）

⑵ 持分法の適用に関する事項
　該当する会社はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等
以外のもの　　　　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

棚卸資産
・未成工事支出金 個別法による原価法
・不動産事業支出金 個別法による原価法
・販売用不動産 個別法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
・半製品 総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
・原材料 総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
・貯蔵品 主に総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
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建物・構築物 6～50年
機械装置及び運搬具 8～17年

数理計算上の差異及び過去勤務費
用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額法により費用
処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法
（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）、連結子会社株式会社土屋ホームの有形固定資産のうち、北広
島工場の建物、機械装置及び運搬具並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。
③ 重要な繰延資産の処理方法

創立費 創立日から５年以内にわたり、定額法により処理しております。
開業費 開業日から５年以内にわたり、定額法により処理しております。

④ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過年度の実績を基礎
に将来の補償見込みを加味した額を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程（内
規）に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末

までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によってお
ります。
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⑥ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
・住宅事業
　顧客との建物請負工事契約に基づき、建築工事を行う履行義務を負っております。建物請負工事契約
においては、当該履行義務は一定の期間にわたり充足される履行義務であることから、履行義務の充足
に係る進捗度を見積り、当該進捗に応じて収益を認識しております。履行義務を充足すると見込まれる
時点までの期間がごく短い工事契約等については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代
替的な取扱いを適用しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、発生原価が
工事の進捗度と概ね比例関係にあると考えられることから、見積総原価に対する発生原価の割合（イン
プット法）で算出しております。
・不動産事業
　顧客との不動産売買契約に基づき、当該物件の引渡を行う義務を負っております。当該履行義務は物
件が引渡される一時点で充足されるものであり、引渡時点において収益を認識しております。取引の対
価は不動産売買契約等の定めにより、契約締結時に売買代金の一部を手付金として受領し、物件引渡時
に残代金の支払いを受けております。

⑦ 控除対象外消費税等の会計処理
　棚卸資産に係る控除対象外消費税等は、当連結会計年度に負担すべき期間費用として処理しており、
固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用として計上し、５年間にわたり償却しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価
算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する
こととしています。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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当連結会計年度
有形固定資産合計 8,137,232千円
無形固定資産合計 218,748千円
減損損失 82千円

当連結会計年度
繰延税金資産 309,759千円

3. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
・金額の算出方法

　当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準に従い、収益性の低下により投資額の回収が見込め
なくなった固定資産の帳簿価額を、回収可能価額まで減額する会計処理を適用しております。
　会計処理の適用に当たっては、継続的な営業赤字、市場価格の著しい下落、経営環境の著しい悪化及
び用途変更等によって減損の兆候がある場合に減損損失の認識の要否を検討しております。減損損失を
認識するかどうかの検討には将来キャッシュ・フローの見積金額を用いており、減損損失の認識が必要
と判断された場合には、帳簿価額が回収可能価額を上回る金額を減損損失として計上しております。な
お、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高い金額によって決定しております。

・会計上の見積りに用いた主要な仮定
　将来キャッシュ・フローの算定に当たっては、賃貸物件については賃料、賃貸費用、空室率、割引率
等、支店等については販売棟数等を主要な仮定とし、市場の動向、類似不動産の取引事例、過去の実
績、金利推移等を総合的に勘案の上決定しております。

・会計上の見積りが翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　将来の経済環境の悪化等に伴う賃料の低下及び空室率の上昇、想定外の追加コストの発生による賃貸
費用の悪化、市場金利の変動に伴う割引率の上昇等により、将来キャッシュ・フロー及び使用価値の算
定に重要な影響を及ぼす可能性があります。

⑵ 繰延税金資産の評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
・金額の算出方法

　当社グループは、当連結会計年度末の将来減算一時差異のうち、回収可能性があると判断した部分に
ついて繰延税金資産を計上しております。

・会計上の見積りに用いた主要な仮定
　回収可能性の有無の判断は、当社及び連結子会社各社ごとに翌期以降の業績予測をベースとした課税
所得の見積額に基づいて行っております。
　業績予測は、当連結会計年度末の受注残高の翌期以降の進捗見込み、過年度の実績、市況等を加味
し、総合的に勘案した上で算出しております。
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担保に供している資産
販売用不動産 1,201,625千円
不動産事業支出金 5,100千円
建物・構築物 396,795千円
土地 1,463,534千円

計 3,067,055千円

担保に対応する債務
長期借入金 2,900,000千円

計 2,900,000千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 7,362,272千円

住宅購入者 2,470,986千円

・会計上の見積りが翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　将来の経済状況及び当社グループの経営環境の変化により、主要な仮定が変動した場合には、当連結
会計年度末で回収可能と判断していた繰延税金資産を翌期以降に取り崩す必要性が生じる可能性があり
ます。

4. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

　上記資産3,067,055千円は、銀行からの借入債務に対して極度額2,865,000千円の根抵当権を設定してお
ります。

⑶ 保証債務
　下記の住宅購入者に対する金融機関の融資について保証を行っております。

　なお、住宅購入者(207件)に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証
であります。

－ 11 －



2023/12/25 15:45:13 / 23031649_株式会社土屋ホールディングス_招集通知

連結注記表

用途 種類 場所 減損損失（千円）

事業用資産 ソフトウェア 宮城県仙台市 ソフトウェア　　　　 82
合計　　　　　　　　 82

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 25,775,118株 －株 －株 25,775,118株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 777,718株 60株 －株 777,778株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り 配 当 額
(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2 年
1 2 月 1 5 日
取 締 役 会

普通株式 149,984 6 2 0 2 2 年
1 0 月 3 1 日

2 0 2 3 年
１ 月 2 7 日

5. 連結損益計算書に関する注記
　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　　当社グループは、事業所別管理会計区分を減損損失を把握するグルーピングの単位としております。た
だし、賃貸用不動産については、個別の資産グループとして取扱っております。また、本社等、特定の事
業との関連が明確でない資産については共用資産としております。

　　一部の連結子会社の支店における収益性の低下により、上記資産または資産グループの帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（82千円）として特別損失に計上しました。その内訳は、
全て事業用資産であります。

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り60株による増加分であります。

⑶ 配当に関する事項
①配当金支払額
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決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円) 配 当 の 原 資 １ 株 当 た り

配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 3 年
1 2 月 1 5 日
取 締 役 会

普通株式 149,984 利 益 剰 余 金 6 2 0 2 3 年
1 0 月 3 1 日

2 0 2 4 年
１ 月 2 6 日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

7. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入
によっております。また、投機的なデリバティブ取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、社内における与信管
理に関する規程に則って管理を行い、リスクの軽減を図っております。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式
等であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先との関係を勘案し、継続的に保有
状況の見直しを行っております。
　営業債務である工事未払金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
　長期借入金は、主に分譲マンションの用地取得及び設備投資を目的としております。一部の借入金は、
変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価は、市場価格に基づく時価のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 675,445 675,445 －

資産計 675,445 675,445 －

長期借入金 2,900,000 2,915,431 △15,431

負債計 2,900,000 2,915,431 △15,431

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 65,161

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

投資有価証券 150,200 － － 13,142

１年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

長期借入金 － 900,000 － － － 2,000,000

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、現金は注記を
省略しており、また預金、完成工事未収入金等及び工事未払金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似することから、注記を省略しております。

（注）１．市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は次項のとおりです。

（注）２．連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については含
めておりません。当該出資の連結貸借対照表計上額は400千円であります。

（注）３.投資信託について、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価
とみなしており、当該投資信託が含まれております。

（注）４．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注）５．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル3 合計
投資有価証券
　株式 512,102 － － 512,102
　債券 － 150,200 － 150,200

資産計 512,102 150,200 － 662,302
長期借入金 － 2,915,431 － 2,915,431

負債計 － 2,915,431 － 2,915,431

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

（時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債）

（注）１．一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなす投資信託に
ついては含めておりません。当該投資信託の連結貸借対照表計上額は13,142千円であります。

（注）２．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
・投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場におけ
る市場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

・長期借入金
　長期借入金の時価は、一定期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャ
ッシュフローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法
による算定し、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額（千円）
当連結会計年度末の
時価（千円）当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度
増減額

当連結会計年度
末残高

賃貸等不動産 3,586,079 88,137 3,674,216 2,991,048

賃貸等不動産として使用さ
れる部分を含む不動産 923,355 1,979 925,334 879,638

賃貸収益（千円） 賃貸費用（千円） 差額(千円）

賃貸等不動産 245,045 159,705 85,340

賃貸等不動産として使用さ
れる部分を含む不動産 69,117 48,018 21,098

8. 賃貸等不動産に関する注記
　当社及び一部の連結子会社では、北海道その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフ
ィスビルや賃貸マンション（土地を含む）を所有しております。なお、賃貸オフィスビルの一部については、
当社及び一部の連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としており
ます。
　これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、
当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

　(注) １. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

　　　２. 賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は改修に係る資本的支出（158,916千円）
であり、主な減少額は減価償却費（71,655千円）であります。

　　　３. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標
等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

　また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する当連結会計年度における
損益は、次のとおりであります。

（注）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供として当社及び一部の連結子会
社が使用している部分も含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、当該不動産
に係る費用(減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。
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報告セグメント
計

住宅事業 リフォーム事業 不動産事業 賃貸事業（注）
一時点で
移転される財 21,596,956 4,212,562 7,939,895 431,574 34,180,988
一定の期間に
わたり移転され
る財

172,611 － 50,163 － 222,775

顧客との契約
から生じる収益 21,769,568 4,212,562 7,990,058 431,574 34,403,763

外部顧客への
売上高 21,769,568 4,212,562 7,990,058 431,574 34,403,763

9. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）賃貸借契約に基づくリース収益のほか、当該賃貸借契約に付随する契約等に基づく顧客との契約から生
じる収益を含めております。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.連結計算書類作成のための基
本となる重要な事項に関する注記　⑷会計方針に関する事項　⑥重要な収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりであります。

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報
　契約資産は、主に住宅事業における工事請負契約について、履行義務を充足するにつれて一定の期間に
わたり収益を認識する方法に基づいて認識した収益に係る未請求の対価に対する当社グループの権利に関
するものです。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から
生じた債権に振替えられます。当該工事請負契約に関する対価は、工事の完成・引渡時に請求し、契約書
に基づいた支払期日に受領しています。
　契約負債は、主に住宅事業の工事請負契約に基づき顧客から受領した未成工事受入金に関するもので
す。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、
2,713,319千円であります。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 340,107

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,464,732

契約資産（期首残高） 4,490

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） 2,713,319

契約負債（期末残高） 2,656,758

⑴ １株当たり純資産額 493円61銭

⑵ １株当たり当期純利益 9円34銭

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 233,504

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 233,504

期中平均発行済株式数（株） 24,997,372

①契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは予定される顧客との契約期間が1年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価
格の総額及び収益の認識が見込まれる期間を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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11. 重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。

12. 追加情報
　　（有形固定資産の保有目的の変更）
　　当連結会計年度において保有不動産の使途変更が生じたのを契機に保有不動産の保有目的の変更を行った

結果、「建物・構築物」から「販売用不動産」へ19,097千円、「土地」から「販売用不動産」へ67,659千
円を振替えております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2022年11月１日から2023年10月31日まで） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 その他

資本剰余金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 7,114,815 3,927,452 500,000 1,321,503 △156,894 12,706,876

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △149,984 △149,984

当 期 純 利 益 68,073 68,073

自 己 株 式 の 取 得 △12 △12
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 － － － △81,910 △12 △81,922

当 期 末 残 高 7,114,815 3,927,452 500,000 1,239,593 △156,906 12,624,954

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △134,609 △134,609 12,572,267

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △149,984

当 期 純 利 益 68,073

自 己 株 式 の 取 得 △12
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 170,495 170,495 170,495

当 期 変 動 額 合 計 170,495 170,495 88,573

当 期 末 残 高 35,886 35,886 12,660,840

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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建物 ６～50年
機械装置 10～17年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品 総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法
　（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

② 無形固定資産 定額法
　（リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき計上しております。

③ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程（内規）
に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。
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当事業年度
有形固定資産 6,280,529千円
無形固定資産 62,486千円
減損損失 －

担保に供している資産
建物 321,137千円
土地 1,142,294千円

計 1,463,432千円

⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
　不動産賃貸に係る収益については、不動産賃貸借契約に基づき、期間の経過に応じて収益を認識してお
ります。経営管理料については、子会社に対し経営管理・指導を行うことを履行義務と識別しています。
当該履行義務は経過につれて充足されるものであり、業務委託契約に基づき、契約期間にわたって収益を
計上しております。受取配当金については、配当金の効力発生日をもって収益を認識しております。取引
の対価は履行義務を充足してから通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれ
ておりません。

⑹ その他計算書類作成のための基本となる事項
　棚卸資産に係る控除対象外消費税等は、当事業年度に負担すべき期間費用として処理しており、固定資
産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用として計上し、５年間にわたり償却しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算
定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと
しています。なお、計算書類に与える影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 識別した項目に係る会計上の見積り内容に関する情報
　固定資産の減損の金額の算出方法は、連結計算書類「連結注記表　3.会計上の見積りに関する注記　⑴固
定資産の減損　②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報」の内容と同一であります。

４. 貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

　上記資産1,463,432千円は、銀行からの借入債務に対して極度額2,565,000千円の根抵当権を設定し
ております。
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担保に対応する債務
長期借入金 2,900,000千円

計 2,900,000千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 4,536,436千円

住宅購入者 234,413千円

① 短期金銭債権 4,627,475千円
② 短期金銭債務 23,359千円

① 売上高 408,093千円
② 販売費及び一般管理費 85,559千円
③ 営業取引以外の取引高 35,303千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 777,718株 60株 －株 777,778株

⑶ 保証債務
　下記の住宅購入者に対する金融機関の融資について保証を行っております。

　なお、住宅購入者(38件)に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証で
あります。

⑷ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

５. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り60株による増加分であります。

７. 税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金等でありますが、全額評価性引当を行っております。繰延
税金負債の発生原因は、投資有価証券評価益であります。
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名 称 議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

㈱土屋ホーム 所有
直接100%

業務委託
事務所賃貸等
利息受取
資金貸付
保証債務
役員の兼任

業務委託費(注1) 163,507 － －
事務所の賃貸等(注2) 76,297 － －
利息の受取(注3) 10,928 － －
資金の貸付(注3) 9,350,000 － －
資金の回収 9,625,000 － －
保証債務(注4) 234,413 － －

㈱土屋ホーム
ト ピ ア

所有
直接100%

業務委託
事務所賃貸等
利息受取
資金貸付
役員の兼任

業務委託費(注1) 48,400 － －
事務所の賃貸等(注2) 7,872 － －
利息の受取(注3) 555 － －
資金の貸付(注3) 310,000 － －
資金の回収 310,000 － －

㈱土屋ホーム
不 動 産

所有
直接100%

業務委託
事務所賃貸等
利息受取
資金貸付
固定資産購入
役員の兼任

業務委託費(注1) 78,720 － －
事務所の賃貸等(注2) 20,946 － －
利息の受取(注3) 20,421 － －
資金の貸付(注3) 8,650,000 短期貸付金 4,103,500
資金の回収 5,200,000 － －
固定資産の購入(注1) 109,943 － －

㈱土屋ホーム
不 動 産 販 売

所有(注5)
間接100%

業務委託
利息受取
資金貸付
役員の兼任

業務委託費(注1) 12,350 － －
利息の受取(注3) 3,398 － －
資金の貸付(注3) 340,000 短期貸付金 520,000
資金の回収 320,000 － －

８. 関連当事者との取引に関する注記
　　子会社

（注）１. 当社が各子会社との間に締結した契約に基づいて取引条件を決定しております。
２. 賃貸借料につきましては、近隣の賃貸借事例を勘案し合理的に決定しております。
３. 貸付金及び貸付金利息につきましては、市場金利を勘案し合理的に決定しております。
４. 子会社の保証債務（住宅購入者に対する金融機関の融資についての保証）についての連帯保証であり
ます。なお、保証料は受領しておりません。

５. ㈱土屋ホーム不動産販売は、㈱土屋ホーム不動産を通じての間接所有であります。

－ 24 －
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個別注記表

⑴ １株当たり純資産額 506円48銭

⑵ １株当たり当期純利益 2円72銭

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 68,073

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 68,073

期中平均発行済株式数（株） 24,997,372

９. 収益認識に関する注記
　　「１.重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑸重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。

10. １株当たり情報に関する注記

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

11. 重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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